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平成21年度当初予算案のポイント

【参考】 平成21年度 平成20年度

国の予算 88兆5,480億円 83兆  613億円 6.6 ％

うち一般歳出 51兆7,309億円 47兆2,845億円 9.4 ％

地方財政計画 82兆5,557億円 83兆4,014億円 △ 1.0 ％

地方一般歳出 66兆2,186億円 65兆7,626億円 0.7 ％

１　予算規模

 　　　　　　　　　　　　　　　　                   対前年度伸び率

  一般会計　   112,710,000千円　  △0.5％
  特別会計　    57,475,974千円　  △1.3％
  企業会計　    42,891,602千円　  △8.5％

  全会計合計　 213,077,576千円　  △2.4％

　一般会計　1,127億1,000万円 （20年度 1,132億7,400万円）

　骨格的予算として編成
　対前年度比で5億6,400万円、0.5％の減

　特別会計　574億7,597万4千円 （20年度 582億4,266万7千円）

　国民健康保険事業・介護保険事業において給付費の増などにより増加す
るものの、老人保健医療事業の縮小などにより、対前年度比で7億6,669万3
千円、1.3％の減
　（P39参照）

　企業会計　428億9,160万2千円 （20年度 468億8,426万円）

　水道事業・下水道事業会計において企業債償還金の減などにより、対前
年度比で39億9,265万8千円、8.5％の減
　（P39参照）

　　平成21年度当初予算は、骨格的予算として編成

　　　　　　　　　継続事業や施設の維持修繕、期限や緊急性のある事業など市民サー
　　　　　　　　　ビスの維持・向上に最大限配慮

　　　　　　　　　　　　　　 　  公共施設AED整備経費、健康増進事業(検診事業)、
                                公園遊具施設長寿命化等整備事業など

　　　　　　　　　　　　　　　  河辺保育所（仮称）整備事業、妊産婦保健事業、
　　　　　　　　　　　　　　　  老人福祉施設整備費補助金など

　　　　　　　　　　　　　　　  商工業振興奨励措置事業、中小企業金融対策事業など雇 用 ・ 経 済 対 策

子 育 て 支 援 や 高 齢 者 福 祉

安全で安心な市民生活の確保
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　 (1)　歳入（P40参照）

　　　

④　市債　113億8,120万円 （20年度 106億280万円）

　対前年度比で7億7,840万円、7.3％の増

図１　歳入の構成比
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２　一般会計予算の概要

①　市税　450億7,184万8千円 （20年度 469億4,509万1千円）

　景気後退による企業収益や個人所得への影響から、市民税が大幅に減
　地価の下落や家屋の評価替えにより、固定資産税も減
　市税総額では対前年度比で18億7,324万3千円、4.0％の減

③　地方交付税　199億5,500万円 （20年度 195億3,300万円）

　市税等の減及び地域雇用創出推進費の創設などにより、対前年度比で
4億2,200万円、2.2％の増

②　譲与税・交付金　50億6,650万6千円 （20年度 57億512万7千円）
　
　全国的な消費低迷や自動車の販売不振などにより、対前年度比で
6億3,862万1千円、11.2％の減

(単位：千円)

市 税 45,071,848
使用料及び手数料 2,178,227
繰 入 金 2,299,147
諸 収 入 6,448,178
そ の 他 2,359,883

自主財源 計 58,357,283

譲与税・交付金 5,066,506
地 方 交 付 税 19,955,000
国 庫 支 出 金 12,705,946
県 支 出 金 5,244,065
市 債 11,381,200

依存財源 計 54,352,717

合　　計 112,710,000

歳　入

 うち臨時財政対策債39億740万円 （20年度 25億1,690万円）
 対前年度比13億9,050万円、55.2％増
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　 (2)　歳出（P42参照）
　　　
　　　

　

　　　

図２　歳出の構成比（性質別）
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①　人件費　248億355万3千円　（20年度 246億6,305万3千円）

　職員数の縮減により給料等は減となるものの、各種選挙にかかる報酬や時間
外勤務手当の増、退職手当の増などにより、対前年度比で
1億4,050万円、0.6％の増

②　扶助費　204億4,966万7千円　（20年度 203億6,524万7千円）

　サービス利用者増加による障害者保護費の増や、勤労収入の減少・喪失など
雇用情勢の悪化による生活保護費の増などにより、対前年度比で8,442万円、
0.4％の増

④　投資的経費　83億9,523万1千円　（20年度 107億7,053万7千円）

　西部地域市民サービスセンター（仮称）整備、秋田北中学校増改築の事業が
ほぼ完了したことや街路事業の減などにより、対前年度比で
23億7,530万6千円、22.1％の減

③　公債費　172億6,226万2千円　（20年度 167億8,613万3千円）

　公的資金の補償金免除繰上償還の増などにより、対前年度比で
4億7,612万9千円、2.8％の増

(単位：千円)

人 件 費 24,803,553
扶 助 費 20,449,667
公 債 費 17,262,262

義務的経費 計 62,515,482

投 資 的 経 費 8,395,231

繰 出 金 10,273,286

物 件 費 14,434,129
維 持 補 修 費 575,107
補 助 費 等 9,018,908
積 立 金 732,688
投資及び出資金 1,482,199
貸 付 金 5,282,970

そ の 他 計 31,526,001

合　　計 112,710,000
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（注）市債残高見込は予算ベースであり、事業の繰り越しなどに伴う増減を考慮していない。

　  　　　　　　　　　　   財政調整基金　　　　　減債基金
　20年度末現在高見込     31億8,546万1千円　　42億1,150万3千円
  21年度予算　取崩額     12億8,000万円　　　  8億円
  21年度予算　積立額           295万7千円　　 5億6,008万6千円
  21年度末現在高見込     19億  841万8千円    39億7,158万9千円

　　　　　　　　　　　 その他特定目的基金
　20年度末現在高見込    179億8,054万6千円
  21年度予算　取崩額      1億6,954万4千円
  21年度予算　積立額      1億7,049万9千円
　21年度末現在高見込    179億8,150万1千円

  一般会計
　　20年度末現在高見込    1,462億6,263万7千円
    21年度予算　発行額      113億8,120万円
    21年度予算　償還額      145億9,912万5千円
　　21年度末現在高見込    1,430億4,471万2千円

  特別会計
　　20年度末現在高見込　    111億8,251万1千円
    21年度予算　発行額        5億4,540万1千円
    21年度予算　償還額        6億6,456万8千円
　　21年度末現在高見込      110億6,334万4千円

  企業会計
  　20年度末現在高見込　  1,325億4,338万6千円
    21年度予算　発行額       72億5,090万円
    21年度予算　償還額      119億9,531万8千円
　　21年度末現在高見込    1,277億9,896万8千円

３　基金の状況

４　市債残高見込
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主 な 施 策 ・ 事 業

主な施策は、第11次秋田市総合計画期間計画に掲げる次の五つの分野別推進計

画に沿って分類しています。

(1) 豊かで活力に満ちたまちづくり

(2) 緑あふれる環境を備えた快適なまちづくり

(3) 健康で安全安心に暮らせるまちづくり

(4) 家族と地域が支えあう元気なまちづくり

(5) 人と文化をはぐくむ誇れるまちづくり

（単位：千円)

１章 豊 か で 活 力 に 満 ち た ま ち づ く り

１節 商工業の振興

【１項 企業立地、事業拡大の推進】

１ 商工業振興奨励措置事業（商工部） 396,097

既存企業の振興や優良企業の誘致による企業集積と雇用の拡大をはか

るため、工場等の新増設に対する助成を行う。

・操業促進助成 12社

・環境整備助成 1社

・雇用促進助成 12社

２ 企業誘致活動費（商工部） 8,104

新規企業の立地および既存誘致企業の新増設等を促進するための訪問

誘致活動を行う。また、企業立地パンフレットを作成するとともに、経

済誌を通じて本市の企業立地環境をＰＲするほか、秋田県企業誘致推進

協議会などと連携し、企業集積促進に向け積極的な取り組みを展開する。

３ 中小製造業設備投資促進資金融資事業（商工部） 435,724

設備投資や企業立地を促進するため、中小製造業者の工場等の新規設

備投資資金や市が開発した工業団地の用地取得資金の融資あっせんを行

う。

・中小製造業設備投資促進資金

・中小企業用地取得資金

４ チャレンジオフィスあきた運営経費（商工部） 42,965

起業や企業活動の活性化、新たなビジネスチャンスの創出を支援する

ため、新規創業者等に通信インフラ等を整備した快適な環境である創業

支援室を提供する。
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５ チャレンジオフィスあきた入居者支援経費（商工部） 14,893

入居企業を効率的に成長企業へと導くとともに入居外企業の創業促進

や新たな事業進出を支援する。また、インキュベーション・マネジャー

がアドバイス等を行い、ソフト面の支援を行う。

６ 工業団地整備・管理費（商工部） 55,957

良好な事業環境を確保するため、西部工業団地において計画的に緩衝

緑地の整備を行う。

また、七曲臨空港工業団地内の七曲台運動公園の環境整備を進めるほ

か、市内工業団地の適正な維持管理を行う。

【２項 市内企業の活性化の推進】

１ ［新］秋田市イメージ商品開発支援事業（商工部） 500

地元企業の販路拡大と話題性の提供による本市の知名度向上をはかる

ため、民間団体が行う新たな洋菓子商品を開発する取り組みを支援する。

・商品開発費補助（コンテスト開催経費、販売促進経費）

２ 中小企業金融対策事業（商工部） 4,402,142

中小企業の経営基盤の強化をはかるため、金融機関に融資の原資を預

託し、信用保証協会が信用保証を行う長期・低利の融資あっせんを行う。

また、中小企業の資金繰りを下支えするため、平成20年10月に拡充し

た制度を継続する。

・一般事業資金

小口零細企業資金・

・緊急経営支援資金

新分野進出資金・

設備近代化資金・

商店街空き店舗等利用資金・

・商業施設整備資金

３ 商店街振興事業（商工部） 22,121

地域の特色をいかした魅力ある商店街づくりを促進するための取り組

みを各種施策により総合的に支援する。

・商店街振興事業資金貸付

・商店街ソフト事業

・商店街街路灯等電気料補助事業

・商店街共同施設設置事業

・商店街空き店舗対策事業

【３項 雇用拡大の推進】

１ ［新］地域総合整備資金貸付事業（企画調整部） 27,000

地域総合整備財団が実施する地域総合整備資金貸付制度に基づき、地域

振興に資するとともに、本市の施策に合致する民間事業者に対して、事業

に係る借入金の20％を上限に無利子融資を行う。

・事 業 者 社会福祉法人 桜丘会

・対象事業 特別養護老人ホーム建設事業
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２ 就業支援事業（商工部） 8,528

企業が求める人材の育成と人材供給をはかるため、求職者を対象とし

た就職支援講座を実施する。

また、就職を希望する高校生を対象とした就職支援講座を実施し、就

職に対する意識付けの強化、早期離職の抑制等をはかる。

３ 労働者福祉対策事業（商工部） 160,000

勤労者の生活安定をはかるため、東北労働金庫に生活資金貸付の原資

を預託する。

【４項 貿易と物流の拡大】

１ 対岸経済交流事業（商工部） 2,465

中国・ロシアなどの対岸諸国との経済交流を進め、市内企業の貿易を

促進する。特に、ロシアでは、極東地方での商談会を継続実施するほか、

モスクワなどヨーロッパロシアでの販路拡大やバイヤー招聘を実施する。

２ 貿易産業振興事業（商工部） 1,263

貿易関係団体等が実施する海外経済ミッションや航路誘致活動に協力

するとともに、県内外でポートセールス活動を実施する。

３ 品質管理の高度化、施設の老朽化への対応（農林部） 2,000

中央卸売市場花き棟卸売場東側一部の防水層改良工事を行う。

２節 農林水産業の振興

【１項 農林水産業経営の確立】

１ 担い手の確保・育成（農林部） 1,119

219(1) 担い手支援活動事業

認定農業者の掘り起こし活動や認定・審査、経営改善指導、情報提

供等を行うとともに、秋田市担い手育成総合支援協議会並びに、秋田

市認定農業者協議会の事業・活動を支援する。

900(2) 新規就農支援活動事業

新規就農に必要な基礎知識や生産・経営技術等を取得するため、県

内試験場等においてフロンティア農業者研修を受講する市内就農予定

者に対して支援する。

２ 経営安定対策の充実（農林部） 399,505

350,000(1) 農業経営安定資金預託金

市内の農業者に対し農業経営に要する資金を低利で迅速に融資する

ため、新あきた農協へ原資を預託する。

40,000(2) ［新］第1 3 2回秋田県種苗交換会開催地負担金

平成21年10月30日から開催される第1 3 2回秋田県種苗交換会で協賛

行事、催事等を運営する。
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３ 農業生産基盤の整備促進（農林部） 113,087

8,450(1) 市単独土地改良事業補助金

土地改良区等が実施する小規模土地改良事業に補助する。

78,425(2) 県営土地改良施設等整備事業負担金

生産基盤の強化をはかるため、ほ場整備を行う県営事業に対して負

担する。

6,000(3) かんがい排水事業補助金

基盤整備促進事業により農業用水路の改良事業に補助する。

・実 施 地 区 太平野田地区

・事 業 期 間 平成18～23年度

・21年度事業 用水路工 Ｌ＝390ｍ

４ 優良農地の確保と効率的利用の促進（農林部） 17,454

284(1) 農地流動化地域総合推進事業

農地の利用調整により担い手への利用集積を進め、農地の利用改善、

農地保有合理化など経営基盤の強化を促進する。

・農地パトロール、農家意向調査、集落座談会

307(2) 優秀農家表彰事業

優れた農業者等を表彰し、その成果を普及・啓発することで地域農

業の活性化を促すとともに、児童の農業図画を表彰し、農業に対する

関心を高める。

60(3) 農業後継者対策事業

後継者の経営参画を促す農業簿記講座（パソコンを使った仕分け記

帳等）を実施する。

2,400(4) ［新］耕作放棄地等解消推進モデル事業

耕作放棄地を営農可能な状態に回復するための取り組みや、必要な

施設等の補完整備、農地利用調整、水利調整、営農定着等の地域の取

り組みを総合的に支援する。

５ 秋田米のトップブランド化促進（農林部） 15,746

237(1) 「あきたの水田農業チャレンジ」対策事業

「秋田市水田農業ビジョン」のもと、地域自らの創意工夫による活

動や新たな作目への取り組みなどに対し支援し、農家の積極的な取り

組みを誘導するとともに、地域に応じた水田農業の確立をはかる。

3,017(2) 水田農業構造改革対策事業

米政策改革大綱に基づく水田農業構造改革を推進し、「秋田市水田

農業ビジョン」に基づき、需要に応じた米の計画的生産を推進する。

12,492(3) 土地利用型農業生産振興事業

高品質米・良食味米の計画的生産や稲作の低コスト生産および転作

大豆の産地化と品質向上をはかるため、水稲機械（直播機）、大豆機

械（大豆コンバイン、中耕カルチ等）の導入に対し助成する。

６ 戦略作目の産地づくり促進（農林部） 32,575

10,787(1) 園芸作物生産振興・流通対策事業

・パイプハウス導入等の施設整備に対する助成

・栽培技術研修、残留農薬検査、新規作付者への資材交付などの取

り組み活動に対する助成

・市内産野菜・花きの共販出荷による安定供給とブランド化を目的

とした出荷奨励金の交付
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13,621(2) 畜産物生産振興流通対策事業

・地域畜産再編推進組合の活動に対する助成

・優良繁殖雌牛の導入・自家保留に対する助成

・獣医師巡回および家畜伝染病予防接種に対する助成

・河辺たい肥センターの運営経費

７ 新技術の導入・研修推進（農林部） 2,189

1,200(1) 農業指導強化対策事業

農林業関係の機関・団体の相互連携や農林業指導の一元化をはかる

とともに、地域の農林資源を活かし、地域主体の農林業・農村振興活

動に取り組む「地産地消・食育」の活動などを支援する。

989(2) 農林水産業振興戦略会議運営経費

秋田市農林水産業振興戦略会議を開催し、「秋田市農林水産業・農

村振興基本計画」の推進について、審議・提言を行う。

８ 林業の振興（農林部） 2,771

森林・林業関連施策の円滑な推進のため、秋田県林業協会をはじめと

する林業関係各種団体と連携をはかる。

９ 漁業の振興（農林部） 2,962

185(1) 栽培漁業定着強化事業

・ガザミ種苗 288千尾の放流に対する助成

2,250(2) 内水面資源維持対策事業

・旭川等への稚魚放流の実施

（サケ 34千尾、アユ 1千尾、ヤマメ 2.75千尾）

・岩見川漁業協同組合、仙北西部漁業協同組合への助成

（アユ、ヤマメ、イワナ等の稚魚放流事業）

10 地産地消、地場流通の推進（農林部） 1,313

500(1) 農林産物直売活動調査経費

直売活動促進体制の整備をはかるため、参加農家の募集、組織化、

仮設直売所による試験運営等を行い、施設整備の在り方を含めた直売

活動の対応等を検討する。

813(2) 地産地消推進事業

市内産農畜産物直売の支援およびＰＲ、学校給食への供給拡大、生

産者と消費者の連携・交流により地産地消と地場流通を推進する。

【２項 豊かな農山村の形成】

１ 農道の整備（農林部） 38,182

28,770(1) ［新］ふるさと農道緊急整備事業

・実 施 地 区 下新城下谷地地区

・事 業 期 間 平成21～24年度

・21年度事業 調査設計 Ｌ＝1,300ｍ

8,000(2) 農道舗装事業

・実施地区 豊岩豊巻地区、四ツ小屋道前地区、飯島南場掛地区、

上北手荒巻地区、金足鳰崎地区、上北手大山田地区、

太平八田地区、［新］雄和芝野

８地区計 Ｌ＝720ｍ
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２ 農地などの保全・防災（農林部） 67,492

27,031(1) 県営ため池等整備事業負担金

災害防止をはかるため、農業用水路、ため池の整備を行う県営事業

に対して負担する。

8,911(2) 農地・水・農村環境保全向上活動支援事業

多面的機能を有する農地・農業用水等資源の良好な安全と、質的向

上をはかる効果の高い地域ぐるみの共同活動に対して支援する。

・水田 4,400円/10a

1,778(3) 中山間地域等振興対策事業

生産条件が不利な中山間地域等の農用地の適切な生産活動等を集落

協定に基づき実施する集落に、中山間地域等直接支払交付金を交付す

る。

３ 森林の循環利用の推進（農林部） 137,880

7,200(1) 林道舗装事業

・実 施 地 区 下浜羽川地区（林道青長根桧沢線）

・事 業 期 間 平成21～22年度

・21年度事業 調査設計、舗装工事Ｌ＝250ｍ

3,640(2) 民有林振興対策事業（間伐補助）

森林の生産性と公益的機能の向上のため、緊急に間伐が必要な森林

のうち、民有林で国庫補助金を活用して行う間伐に対し、経費の一部

を市が嵩上げ補助し（７％）一層の間伐促進をはかる。

52,000(3) 森林整備地域活動支援事業

森林整備の推進をはかるため、施業実施区域の明確化や歩道の整備

などの地域活動に対し、林齢等一定要件のもと交付金を交付する。

・交付金額：5,000円／ha 負担内訳：国1/2、県1/4、市1/4

49,320(4) ［新］ふるさと林道緊急整備事業

・実 施 地 区 雄和相川地区（林道小杉前線）

・事 業 期 間 平成21～24年度

・21年度事業 調査設計 Ｌ＝2,000ｍ

４ 暮らしを守る森林の保全（農林部） 74,884

33,373(1) 森林病害虫等防除事業

ア 松くい虫被害により枯れた松の伐倒処理及び地上からの薬剤散布

・事業対象森林 1,133ha

イ 松くい虫被害が発生している公益性の高い松林における防除の実

施

・破砕処理、くん蒸処理、地上薬剤散布など

ウ 町内会単位で松くい虫の共同防除を実施する町内会への薬剤交付

1,823(2) 有害鳥獣駆除捕獲対策事業

ツキノワグマやカラス等による人身や農作物への被害を防止するた

め、猟友会等と連携を図りながら、駆除や箱罠による捕獲を実施する。

607(3) ヤマビル被害防止対策事業

ヤマビルの発生時期に防除を実施する町内会に対し薬剤を交付する。

39,081(4) 水と緑の森づくり事業（県の環境税を活用）

松くい虫被害により枯死・白骨化した松の伐採により、景観の維持

や松林の健全化、市民生活の安全確保をはかる。また、森林自然公園

内の林間広場施設等の整備を行う。
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５ 市有林の経営効率化（農林部） 117,397
森林資源の質的向上と森林の公益的機能の高度発揮をはかるため、市

有林の枝打ち、除間伐等の施業を実施する。
・市有林面積 2,737ha
・21年度事業 除間伐(139.91ha)、枝打(10.60ha)

６ 里地・里山の保全・活用（農林部） 147
(1) 里地里山活用事業

「里地里山の保全に関する基本方針」に基づき、里地里山の保全に
関する市民と所有者の相互理解や協力・連携が促進されるよう、地域
の特性を活かした各種イベントの開催など体験機会の提供や情報発信
等を行う。

３節 交流人口の拡大

【１項 観光振興の推進】

１ 雄遊カヌークルージング振興事業（商工部） 320
通年型の観光メニューを確立するため、雄物川を活用した観光商品づ

くりの一環として、「カヌー」による体験型観光イベントを実施する。
・主に市外、近隣県の住民を対象とした雄物川でのカヌーや陶芸、炭

焼き等の体験

２ 動物園ミルヴェおもしろ情報事業（商工部） 1,357
動物や園内の様々な情報を提供する。
・情報誌コミュニケーションの発行
・フォトズーカードの等の作成、販売

３ ［新］日本動物園水族館協会通常総会開催経費（商工部） 5,200
「日本動物園水族館協会通常総会」の開催経費を補助する。
また、その準備として園内の整備を行う。

４ ［新］将棋名人戦歓迎事業等負担金（商工部） 1,000
市制1 2 0周年記念事業の一環として、知名度が高く権威ある将棋名人

戦を開催する。

５ グリーン・ツーリズム推進対策事業（農林部） 800
秋田市グリーン・ツーリズム推進計画に基づき、グリーン・ツーリズ

ムを推進する。
・秋田市グリーン・ツーリズム推進協議会の開催
・実践者・インストラクター養成のための研修・講習
・体験・滞在プログラム開発への支援
・情報発信、普及・啓発活動（ホームページ、パンフレット等）

６ 千秋公園整備事業（都市整備部） 55,875
自然と歴史的な資源を活かした市のシンボルにふさわしい公園づくり

を目的として、千秋公園の整備を進める。
・事 業 期 間 平成３年度～
・公園開設面積 16.3ha
・2 1年度事業 歴史ゾーン園路広場整備（基盤整備工、修景施設工

ほか）、外堀デッキ整備、桜の樹勢回復
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【２項 にぎわいの創出】

１ 中心市街地活性化基本計画推進経費（市勢活性化推進本部） 2,293

認定基本計画に掲げた個別事業の着実な実施を通じて、定量指標であ

る歩行者・自転車通行量、定住人口、小売業年間商品販売額、空き店舗

数の各目標値が確実に達成できるよう、計画期間の５年間、その確認を

含めたフォローアップを行う。

２ 中心市街地出店促進事業（商工部） 99,107

認定基本計画区域での新店舗の建築資金や空き店舗の改装資金等に対

して、特に優遇された融資が受けられるようあっせんを行うとともに、

空き店舗への入居に伴う改装費、宣伝広告費、設備リース料等に対して

助成を行う。

３ ［新］秋田駅周辺地区まちづくり交付金事業効果分析（都市整備部） 2,556

まちづくり交付金事業の交付期間終了年度に、秋田駅周辺地区都市再

生整備計画の目標や定量的指標の達成状況を検証するため、事後評価を

行う。

４ 官民連携による秋田駅周辺の活性化（都市整備部） 2,502

駅周辺の魅力を生み出すため、アルヴェ・ＪＲ・ＮＨＫの三者が連携

し、アルヴェやぽぽろーどでの官民連携イベント等を行う。
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２章 緑 あ ふ れ る 環 境 を 備 え た 快 適 な ま ち づ く り

１節 環境の保全

【１項 環境保全の推進】

１ 自然環境保護の推進（環境部） 1,025

市民や事業者等への情報提供や開発行為の審査、自然環境の現況把握

を行うための調査や企画を実施するとともに、市民活動計画を支援する

など、自然環境保護の推進をはかる。

・河辺、雄和地区自然環境現況調査

・市民活動計画の推進

２ 大気中のアスベスト濃度の監視および発生抑制（環境部） 1,859

アスベストによる健康被害防止のため、大気中のアスベスト濃度のモ

ニタリングや解体現場のアスベスト飛散防止に対する監視を行う。

・大気中のアスベスト濃度のモニタリング

年２回、市内３地点（住宅地域、商工業地域、幹線道路沿線地域）

・特定粉じん排出等作業の監視

特定粉じん排出等作業の立入検査、周辺調査

３ 地球温暖化防止の促進（環境部） 5,472

1,553(1) 地球温暖化対策推進経費

地球温暖化対策を総合的に推進するため、市民や市内事業所等に対

し各種事業を実施する。

・市民・事業者への啓発

・エコあきた行動計画

・ｅ－市民認定システム

1,487(2) 地球温暖化対策実行計画策定経費

低炭素型都市づくりの推進や農林業関連施策などとの整合性を図り

ながら、本市の地域特性を十分に反映した実効性のある地球温暖化対

策に取り組むため、地球温暖化対策実行計画を策定する。

４ 環境学習・啓発事業（環境部） 3,700

環境にやさしい人づくりを推進するため、環境学習の場を提供すると

ともに、環境に対する意識の向上をはかるための各種啓発事業を行う。

・子供環境学習関係

学習会支援、環境学習副読本製作、親子環境教室

・環境活動推進基盤整備関係

あきたエコふれんど養成講座、エコマップ作成

・環境学習サポート事業

【２項 循環型社会の推進】

１ 家庭系廃棄物減量・再資源化事業（環境部） 15,646

市民団体等が行う家庭から排出される資源化物の集団回収運動を奨励

し、家庭系廃棄物の発生抑制やリサイクルに対する市民の意識啓発をは

かる。
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２ 事業系廃棄物減量・再資源化事業（環境部） 265

訪問活動を行い、事業者の廃棄物減量やリサイクルへの取組を促すほ

か、多量排出事業者に対する減量に向けた指導を強化する。

３ 環境貯金箱関係経費（環境部） 10,320

ごみの減量により節約できた処理経費を積み立てし市民還元する「環

境貯金箱制度」を広く市民に周知し、ごみ減量意識の向上をはかる。

・市内スーパー等での環境貯金箱作戦キャンペーンの実施

・広報あきた等市広報メディアの活用による制度の周知

・ごみ減量キャラクター「エコアちゃん」の着ぐるみを活用したごみ

減量普及啓発

４ 環境貯金市民還元事業（環境部） 2,149

環境貯金の成果を市民に還元する事業を行い、市民の生ごみ減量の取

組を促進する。

・環境にやさしい料理教室

・生ごみ水分減量学習会

・生ごみ堆肥づくり学習会

５ ごみ減量活動推進事業（環境部） 3,179

家庭から出されるごみの実態を把握するため、その内容や分別状況等

を調査する。

また、市内全戸にごみの分別マニュアルを配布し、適正な分別やごみ

出しルールの徹底をはかる。

６ 不法投棄対策（環境部） 10,761

不法投棄監視員や委託による監視パトロールの実施や関係機関等との

連絡会を開催し防止策等の情報交換を行うとともに、監視カメラでの監

視を行うことにより不法投棄の防止と早期発見に努める。

２節 都市基盤の確立

【１項 秩序ある都市環境の形成】

１ 斎場改築事業（市民生活部） 253,747

斎場改築に向け、用地造成、既存建物一部解体、仮設駐車場の整備や

本体工事に着手する。

２ 秋田駅東第三地区土地区画整理事業（都市整備部） 1,225,688

居住環境の改善や、都心環状道路の一部を構成する明田外旭川線の早

期完成をはかるため、関係の道路整備や建物移転等を行う。

・都市計画道路築造 ３路線 Ｌ＝460.0ｍ

・区 画 道 路 築 造 ８路線 Ｌ＝353.0ｍ

・特 殊 道 路 築 造 ３路線 Ｌ＝105.0ｍ

・砂 利 道 整 備 ３路線 Ｌ＝199.0ｍ

・建 物 移 転 29戸
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３ 秋田駅西北地区土地区画整理事業（都市整備部） 167,604

秋田市中心市街地活性化基本計画に基づき、商業地としての土地利用

環境の整備のため、駅周辺の幹線道路等の整備や建物移転等を行う。

・都市計画道路築造 ２路線 Ｌ＝280.0ｍ

・区 画 道 路 築 造 ２路線 Ｌ＝ 68.0ｍ

・建 物 移 転 ２戸

４ ［新］第６次秋田市総合都市計画等策定事業（都市整備部） 13,000

平成22年度を目途に、新たなまちづくりの方針となる第６次秋田市総

合都市計画（都市計画マスタ－プラン）および第３次秋田市国土利用計

画を策定する。

・事 業 期 間 平成21～22年度

・21年度事業 市民意識調査、ワ－クショップ、将来都市像の設定等

５ 緑化重点地区整備事業（都市整備部） 31,000

「秋田市緑の基本計画」に基づき、住区基幹公園等の緑化をはかるた

め、公園の再整備を行う。

・事 業 期 間 平成７～22年度

・21年度事業 大川端帯状近隣公園（園路広場・修景施設工ほか）

新屋大川町第一児童遊園地(園路広場工ほか Ａ=300㎡）

６ 緑のまちづくり活動への支援（都市整備部） 1,500

市民自ら提案・実践する緑のまちづくり活動を支援する「緑のまちづ

くり活動支援基金」の管理運営費を、事業実施主体である（財）秋田市

総合振興公社へ拠出する。

７ 都市公園のバリアフリー化（都市整備部） 20,000

市内におけるバリアフリー化を早急にはかるべき公園施設の改修を進

める。

・事 業 期 間 平成20～24年度

・21年度事業 外旭川吉学寺街区公園（園路広場工 Ａ＝2,100㎡）

感恩講街区公園（園路広場工 Ａ＝600㎡）

８ ［新］公園遊具施設長寿命化等整備事業（都市整備部） 26,070

公園施設の中でも特に安全確保が求められている遊具等について、公

園施設長寿命化計画を定め、計画的に修繕・更新を進める。

・公園施設長寿命化計画の策定

・遊具施設更新事業（２連ブランコ、フィットネスラダー等）

・遊具施設予防修繕事業（２連ブランコ等）

【２項 住宅環境の整備】

１ 既設市営住宅建替事業（都市整備部） 2,045,197

老朽化が著しい５団地を統廃合し、新屋比内町に2 6 0戸の市営住宅と

共同施設等をＰＦＩ手法により整備し、民間活力を活用して、社会福祉

施設等の整備、用途廃止団地の土地活用を一体的に行う。

・事 業 年 度 平成18～22年度

・21年度事業 第２期市営住宅（1 3 0戸）、共同施設（平成22年度買

取り分を除く）の完成買取り、廃止団地解体撤去およ

び用地売却
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２ 既設市営住宅の改修（都市整備部） 14,175
既存市営住宅の居住性の向上や周辺環境の変化に対応するため、共同

受信設備の改修等を行う。
・地上デジタル放送開始に伴う共同受信設備の改修

（横森、新屋日吉、四ッ谷、松渕、新波の各市営住宅561戸）
・河辺松渕単身住宅の浄化槽解体および下水道直結工事

３ 指定道路図等の作成（都市整備部） 29,178
道路に起因する様々な建築トラブルを予防するため、路線ごとの道路

の位置・種類を明示した台帳の整備を行う。
・事業年度 平成20～21年度

４ 木造住宅耐震改修等事業（都市整備部） 1,800
地震発生時における木造住宅の倒壊等による災害を防止するため、昭

和56年５月以前に建築された一定の木造住宅の耐震診断および耐震改修
工事に対し費用の一部を補助する。

・耐震診断補助事業 30戸
・耐震改修補助事業 ３戸

【３項 上下水道サービスの提供】

１ 浄化槽整備推進（環境部） 8,046
7,624(1) 浄化槽設置の促進

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽の設
置者に対し補助金を交付し普及を促進する。

・対象者 下水道認可区域、農業集落排水地域および公設浄化槽で
整備する地域以外で、浄化槽を設置する者

422(2) 浄化槽関係業務
浄化槽保守点検業者への立入検査等を実施する。

２ 浄化槽の整備（農林部） 36,862
生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するとともに、生活環境

の改善をはかる。
・地 域 秋田地域（山内、上北手、下浜 他）

河辺地域（岩見字鵜養、大張野、戸島字白熊沢 他）
雄和地域（神ケ村、繋、萱ケ沢字中ノ沢 他）

・受 益 戸 数 400戸 1,452人
・事 業 期 間 平成18～23年度
・全体事業費 519,499千円
・21年度事業 放流管路L=80ｍ、放流ポンプ４箇所、放流水路L=200ｍ

５人槽 ６基、７人槽 22基、10人槽 ２基 合計 30基

３ 農業集落排水事業の推進（農林部） 1,410,177
656,000(1) 金足農業集落排水事業

・実 施 地 区 金足地区（黒川、片田、吉田、福田、高岡、浦山、
堀内、岩瀬、下刈、大清水、牛坂の一部）

・受 益 戸 数 561戸 2,210人
・事 業 期 間 平成19～25年度
・全体事業費 3,235,008千円
・21年度事業 管 路：管路工 Ｌ＝6,035m

処理場：処理施設基礎工
その他：実施設計、補償
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28,894(2) ［新］公営企業会計移行準備経費
農業集落排水事業を公営企業会計に移行するため、資産調査や財務

諸表の作成、公営企業会計システムの導入など準備を行う。

４ 配水管整備事業（上下水道局） 1,491,000
災害に強くより安定的な水道水の供給を目指し、漏水箇所のより迅速

な復旧、断水範囲の最小化、水圧・水量・水質など配水状況の詳細な把
握等を可能とする「配水管網のブロック化」を推進するとともに、老朽
化した配水管の更新や配水管未整備地区の解消に努める。

・配水管布設、布設替 43路線（23,240ｍ）

５ 雄和地域送配水管等整備事業（上下水道局） 333,000
雄和地域に安全な水を安定的に供給するため、送配水管等の整備を行

う。
・送水管布設 １路線（5,981ｍ）

６ 配水幹線整備事業（上下水道局） 229,600
災害に強くより安定的な水道水の供給を目指し、各配水ブロックに水

道水を安定的に供給するための配水幹線の整備を行う。
・配水管布設替 １路線（260ｍ）

７ 管渠建設事業（上下水道局） 1,678,023
生活環境の改善や雨水による浸水被害の防除をはかるため、汚水管お

よび雨水管の整備を行うとともに、老朽化した下水道管の改築等を行う。
・汚水管整備 38路線（7,555ｍ）
・雨水管整備 ５路線（1,120ｍ）
・下水道管改築等 ６路線（1,508ｍ）

８ ポンプ場建設事業（上下水道局） 208,488
老朽化した施設の機能回復をはかるため、ポンプ場の機械および電気

設備の更新を行う。
・土崎、御野場汚水中継ポンプ場設備更新

９ 処理場建設事業（上下水道局） 701,307
河川等の水質保全および公衆衛生の確保等をはかるため、八橋終末処

理場の能力増強を行う。
また、老朽化した施設の機能回復をはかるため、機械および電気設備

を計画的に更新する。
・八橋終末処理場３系築造
・自家発電設備更新等

【４項 道路整備の推進】

１ 街路事業（建設部） 1,206,408
都市における円滑な交通の確保や豊かな公共空間を備えた良好な市街

地の形成等をはかるため、主に既成市街地内の都市計画道路の整備を行
う。

・［新］千秋久保田町線 Ｌ＝120ｍ
・土崎駅前線 Ｌ＝348ｍ
・秋田環状線ほか１線 Ｌ＝618ｍ
・外旭川新川線 Ｌ＝1,025ｍ
・明田外旭川線 Ｌ＝49ｍ
・泉外旭川線 Ｌ＝600ｍ
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２ 幹線道路整備事業（建設部） 394,200

幹線道路網のネットワークの形成をはかることにより、地域間の連携

強化や交通混雑の緩和などに資するため、主に既成市街地以外の都市計

画道路の整備を行う。

・南部中央線（茨島工区） Ｌ＝750ｍ

・割山南浜線（茨島工区） Ｌ＝620ｍ

３ 道路改良事業（建設部） 392,000

安全で快適な道路環境への改善をはかるため、道路の拡幅・線形・隅

切などの改良や未舗装道路の整備を行う。

・将軍野東二丁目11号線ほか25路線 Ｌ＝3,980ｍ

・鹿野戸安養寺線 Ｌ＝300ｍ

４ 側溝改良事業（建設部） 510,000

道路排水の処理、道路幅員の有効利用、歩行者の安全確保などのため

に道路側溝を改良する。

・山崎団地６号線ほか47路線 Ｌ＝10,870ｍ

５ 交差点改良事業（建設部） 10,000

渋滞交差点に隅切りおよび付加車線などを設け、交通流改善と安全性

の向上をはかる。

・［新］八日町町内交差点 Ｌ＝70ｍ

６ 橋りょう整備事業（建設部） 130,000

老朽化が著しく幅員が狭い橋りょうや耐荷力・耐震性の劣る橋りょう

の架替えにより、地域間交通および災害時の緊急路を確保する。

・猿田川端橋

・［新］本田橋（設計、地質調査）

７ 人にやさしい歩道づくり事業（建設部） 30,000

学校、病院、駅、福祉施設など公共施設周辺の市道について、児童、

高齢者などをはじめすべての人がより安全に通行できるように既設歩道

の改善を行う。

・川尻広面線 Ｌ＝150ｍ

８ 電線共同溝整備事業（建設部） 180,000

安全で快適な通行空間の確保、都市災害の防止、情報通信ネットワー

クの信頼性および都市景観の向上をはかる。

・秋田環状１号線 Ｌ＝410ｍ

・［新］川尻広面線（川元工区）（設計）

９ 道路維持修繕事業（建設部） 501,324

老朽化した道路施設などについて、利用者に配慮するなど計画的に補

修を実施し、適切な市道の維持管理を行う。

・川尻八橋線、神内岩見線ほか

10 都市施設計画調査（都市整備部） 4,939

効率的な道路網整備をはかるため、総合交通体系調査の結果、見直し

が必要とされた都市計画道路について、都市計画変更に向けた詳細な検

討を行う。

・調査路線 新屋十軒町線、秋田環状線、千秋新藤田線、土崎環状線
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【５項 公共交通機能の充実】

１ バス交通総合改善事業（都市整備部） 57,522

市民の移動手段の確保と充実をはかるため、郊外部の不採算路線につ

いてマイタウン・バスを運行するとともに、「秋田市公共交通政策ビジ

ョン」の具体化について関係機関等と協議検討を行う。

・マイタウン・バスの運行

西部線（豊岩・下浜・浜田線）

北部線（金足・下新城・上新城コース）

・秋田市地域公共交通協議会バス路線再生分科会の開催

委員21名 年２回開催

・秋田市地域公共交通協議会負担金

委員24名 年４回開催予定

・バス交通総合改善事業に関する調査・研究

【６項 情報環境の充実】

１ テレビ難視聴解消事業（地域振興部） 9,506

テレビ難視聴にかかる市内の情報格差をなくすため、テレビ難視聴地

域におけるアナログテレビ共同受信施設のデジタル化を進める。

・上北手古野地区、河辺畑地区、河辺大沢地区、雄和畑沢地区
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３章 健 康 で 安 全 安 心 に 暮 ら せ る ま ち づ く り

１節 安全な生活の実現

【１項 危機管理体制の確立】

１ ［新］廃止石油坑井封鎖事業（安全安心推進対策本部） 54,821

上新城道川における油漏出の処理経費および抜本的対策として、石油

坑井の封鎖を行い被害等を防止し生活環境の保全をはかる。

２ 地域防災計画修正経費（総務部） 5,826

地域防災計画の関連資料である「防災カルテ」の修正・改訂を行う。

・防災カルテ作成業務委託

・防災カルテの印刷（Ａ４版 200部）

３ 河川改修事業（建設部） 23,000

普通河川古川の改修工事を行い、河川の環境整備をはかる。

・護岸整備 Ｌ＝30ｍ(両岸)

・建物事後調査など

４ 生活排水路等環境整備事業（建設部） 58,800

市街化区域内の生活排水路の泥上げ、草刈りおよび補修やＵ型側溝等

の整備を行い、排水不良箇所の改善をはかる。

・幹線水路整備 牛島字東潟敷地内ほか

・排 水 路 整 備 仁井田新田一丁目地内ほか

【２項 雪に強いまちの確立】

１ 歩道消融雪設備整備事業（建設部） 79,000

冬期の安全で快適な歩行者空間を確保するため、無散水消融雪施設を

設置し、歩道のネットワーク化をはかる。

・秋田環状１号線 Ｌ＝420ｍ

・中通本線（設計）

２ 融雪施設改良事業（建設部） 78,200

冬期における道路交通の安全確保をはかるため、老朽化した施設の整

備を計画的に行う。

・［新］手形山田中線 Ｌ＝300ｍ

・中通本線（地下埋設配管現況調査）

３ 防雪柵等整備事業（建設部） 23,000

冬期間の道路の吹き溜まり等の防止や視程障害の緩和を図り、通行の

安全を確保するため、防雪柵等を整備する。

・芝野鹿野戸線 Ｌ＝185ｍ

４ 冬みち安全安心対策除雪強化事業（建設部） 3,800

早期除雪や狭い道路の除排雪などに対応できる機種を計画的に更新す

る。

・凍結防止剤散布車購入（１台）など
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５ 除排雪関係経費（建設部） 800,000

道路除排雪の基本計画を基に、迅速かつ効率的な道路除排雪作業を実

施し、安全で円滑な冬期道路交通の確保をはかる。

６ 除雪車両ロケーションシステム導入経費（建設部） 7,520

除排雪作業用車両に車載端末を装着し、車両位置をリアルタイムで把

握することにより、車両配置の最適化をはかるとともに、市民へ作業状

況の情報を提供する。

【３項 防犯・交通安全体制の確立】

１ まちあかり・ふれあい推進事業（地域振興部） 124,354

町内会活動の活性化をはかるため、町内会が行っている様々な活動や、

防犯灯の電気料・修理交換等の維持管理に要する経費負担を軽減する。

２ 町内防犯灯整備事業（地域振興部） 7,806

夜間の通行の安全や犯罪防止のため、防犯灯を整備する。

３ 学校内の安全安心（教育委員会） 41,991

児童が安心して学校生活をおくれるよう、すべての市立小学校へ警備

員を配置する。

・配置学校 47校

・配置人員 各校１名

・配置期間 通年（土、日、祭日、長期休業を除いた開校日）

・配置時間 午前９時00分～午後４時00分のうち６時間

２節 安心して暮らせる毎日の実現

【１項 健全な消費・食生活の確保】

１ 食肉の安全性の確保（福祉保健部） 42,355

流通する食肉の安全性を確保するため、ＢＳＥのスクリーニング検査

などの食肉衛生検査を行う。

２ 食品衛生体制の整備（保健所） 34,226

食品衛生の監視指導や食品中の添加物ならびに残留農薬などの検査体

制の強化により、食品の安全性を確保する。また、食品の安全性につい

ての情報提供や懇談会の開催など、市民とのリスクコミュニケーション

をはかる。

３ 農業体験を通じた食育の推進（農林部） 500

(1) 農業体験学習推進対策事業

ア 小学生への農業体験を通じた「食」「農」「環境」についての食

農教育を推進するなど、農業・農村の魅力とその役割について理解

促進に努める。

・新規 築山小学校ほか

・継続 戸島小学校、岩見三内小学校、旭北小学校
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イ 保育園、地区ＰＴＡ、サークルなどグループを対象として貸出を

予定している奥椿岱地区第一市民農園や体験学習館を活用して、広

く市民に食育活動を展開する。

【２項 保健・医療体制の充実】

１ 公共施設ＡＥＤ整備経費（安全安心対策推進本部） 2,940

心室細動等による突然死を防ぎ、一人でも多くの人命救済を目的とし、

ＡＥＤ（自動体外式除細動器）を公共施設へ計画的に設置する。

・21年度事業 市立小学校28校分 (28台)

２ 健康増進事業（検診事業）（保健所） 178,600

市民の健康増進とがん等の早期発見のため、がん検診等を実施する。

また、受診率向上に向けて、集団検診の受診機会を拡大するとともに、

「検診ガイド」を全戸配布し検診の周知をはかる。

３ 健康増進事業（一般健康相談教育事業）（保健所） 1,303

ビューティスリムクラス、地域での健康教育、健康相談および栄養改

善学級など各種事業の推進をはかる。

４ 地域保健推進員活動支援事業（保健所） 1,189

地域保健推進員の資質向上と情報交換のため、推進員研修会を開催す

るほか、地域の健康づくり事業に取り組めるよう支援する。

５ 自殺予防対策事業（保健所） 3,500

自殺者の減少をはかるため関係機関との連携を強化し、地域における

支援体制を構築するほか、自殺未遂者等への支援とケアに向けた検討を

推進するなど各種事業を実施する。

・自殺予防対策関連シンポジウムの開催

・自殺予防対策ネットワーク会議の開催

・［新］自殺未遂者フォローアップ検討会議の設置・開催等

・臨床心理士による「心のケア相談」

・各種パンフレットの作成

６ 予防接種事業（保健所） 290,200

伝染の恐れがある疾病の発生およびまん延を予防するため、各種予防

接種を行う。

７ 感染症予防対策等の充実（保健所） 24,045

1,997(1) エイズ予防対策事業

3,842(2) 結核・感染症発生動向調査事業

1,957(3) 結核予防費補助金

5,195(4) 結核対策事業

8,373(5) 結核医療費公費負担事業

820(6) 感染症予防事業

1,861(7) ［新］感染症予防事業（鳥インフルエンザ・新型インフルエンザ対策）

・市民への意識啓発

・防疫体制の整備 マスク、手袋、防護服など感染防護具の確保
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８ 動物の適正飼養の推進（保健所） 11,855

狂犬病予防、動物の愛護および適正飼養等について普及啓発に努める。

【３項 消防・救急体制の充実】

１ 火災予防の促進（消防） 890

・啓蒙用防火看板等の設置

・住宅用火災警報器普及啓発

２ 消防体制の整備（消防） 66,879

8,417(1) 消防水利、車両等の整備

・消防水利の整備

・パトロール車の更新（土崎消防署）

・小型動力ポンプの更新（下新城分団笹島班）

15,068(2) 災害救助、防災体制の確立

・災害安全装備品の整備

・消防特殊器具備品の整備

３ 救急・救命体制の整備（消防） 16,230

・救急救命士および救急隊員養成ほか

・メディカルコントロール体制の運営

【４項 社会保障制度の確保】

１ 特定健康診査・特定保健指導事業（市民生活部） 154,445

・対 象 者 40歳以上の国民健康保険の加入者

・21年度の目標 健康診査の実施率25％（14,106人）

保健指導の実施率30％（ 993人）

２ 人間ドック受診者への助成（市民生活部） 29,239

・対 象 者 35歳以上の国民健康保険の加入者

・定 員 1,070人

・助 成 額 受診料の７割を助成

３ 健康診査の助成（市民生活部） 37,512

・対 象 者 40歳以上の国民健康保険加入者

・助 成 額 自己負担額を助成

・助成する健診 大腸がん検診、胃がん検診、子宮頸がん検診、

前立腺がん検診

４ 後期高齢者健康診査事業（市民生活部） 46,739

・対 象 者 75歳以上の後期高齢者医療制度の被保険者

・受診見込者数 7,421人（被保険者数37,105人×20％）

５ ［新］社会保障生計調査経費（福祉保健部） 2,363

生活保護制度および厚生労働行政企画運営に必要な基礎資料を得るた

め、被保護世帯に家計簿をつけてもらい、生活実態の内容を把握する。

・家計簿調査対象世帯 25世帯
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６ 自立支援プログラム策定実施推進事業（福祉保健部） 4,684

生活保護受給母子世帯および子どもの養育に問題のある世帯に対し、

専門職員による助言・指導を行い、自立促進と虐待防止をはかる。

・生活保護受給母子世帯等自立支援事業

７ 介護保険事業（福祉保健部・市民生活部・保健所） 20,406,555

介護サービス給付事業等を行うとともに、さらなる制度の普及啓発と

サービス利用に関する情報提供や市民ニーズの把握および相談体制の充

実に努める。

65(1) 介護保険運営協議会経費

363(2) 地域密着型サービス運営協議会経費

19,673,270(3) 保険給付費

380,980(4) 地域支援事業費

ア 介護予防事業

・通所型介護予防事業

・訪問型介護予防事業

・はつらつくらぶ事業

・高齢者生活管理指導員派遣事業

・高齢者生活管理指導短期宿泊事業

・介護予防健康相談教育事業

・特定高齢者把握事業

イ 包括的支援事業

・地域包括支援センター運営協議会経費

・地域包括支援センター運営事業

ウ 任意事業

・ふれあいのまちづくり事業

・成年後見制度利用支援事業

・「食」の自立支援事業

・いきいきサロン事業

・家族介護継続支援事業

・福祉用具・住宅改修支援事業

・健康づくり・生きがいづくり支援事業

・介護家族健康教育事業



- 25 -

４章 家 族 と 地 域 が 支 え あ う 元 気 な ま ち づ く り

１節 家族や地域を支える絆づくり

【１項 家族・地域の絆づくりの推進】

１ 家族・地域の絆づくり推進事業（企画調整部） 3,795

第11次総合計画の重要課題である家族・地域の絆づくりの推進に向け、

「家族・地域の絆づくり行動計画」に基づく事業を展開し、絆づくり意

識の浸透をはかる。

・家族・地域の絆づくりフォーラム

・ハートフル絆映画

・若者の対話とふれあいの場創出

・「家族・地域の絆づくり行動計画」概要版作成

２ 秋田市制1 2 0周年記念事業（企画調整部） 15,555

市民が1 2 0周年記念事業に参加することにより、個々のつながりや地域

の絆を深め、市民一人ひとりの精神的な豊かさと活力となり、さらには将

来の秋田市の活力につながることを目指す。

・記念式典

・記念市民企画イベント

・記念関連事業

【２項 男女共生社会の確立】

１ 次世代育成支援行動計画後期計画策定経費（企画調整部） 1,992

次世代育成支援のための10年間の集中的・計画的な取組を推進するた

め、国が定める行動計画策定指針に則して、秋田市次世代育成支援行動

計画の後期計画を策定する。

２ 男女共生・次世代育成支援事業（企画調整部） 3,622

男女共生社会の実現のため、「第３次秋田市男女共生社会への市民行

動計画」に基づき、各種施策を推進する。

また、子どもの育成の政策を総合的・効果的に進めていくため、「秋

田市子ども条例推進計画」を策定する。

・秋田市子ども条例推進計画策定経費

・出張講座の実施

・男女共生推進会議の開催

・男女フォーラムの開催

・未来づくり女性セミナーの開催

・共生ネットワークづくりの実施

・全庁業務の男女共生の視点の検証等
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２節 地域福祉の充実

【１項 地域福祉の推進】

１ 地域福祉計画推進経費（福祉保健部） 322

第２次秋田市地域福祉計画に基づき、地域における住民主体の福祉活

動を促進するとともに、孤立死予防対策および災害時における要援護者

の避難支援体制づくりに取り組む。

２ 地域保健・福祉活動推進事業（福祉保健部） 1,800

秋田市ふれあい福祉基金を活用し、民間団体の行う在宅福祉の推進と

健康づくり等に資する事業を支援する。

３ 民生委員活動推進事業（福祉保健部） 60,535

民生委員および民生委員協議会の活動を維持・促進し、地域福祉の向

上をはかる。

・委員定数 705名

【２項 児童福祉・子育て支援の充実】

１ 子ども未来センター運営事業（福祉保健部） 20,519

市民協働による地域子育て支援、育児サークルの支援、情報提供等の

ほか、子育てや女性の悩み相談、要保護児童対策地域協議会の機能強化

等、総合的な子育て支援施策を推進する。

２ 地域子育て支援ネットワーク事業（福祉保健部） 892

地域全体で子育て支援に取り組む体制を整え、地域主導による子育て

支援活動を継続できるよう支援する。

・北部地域

北部地域子育て支援ネットワーク連絡会が主体となった研修会や子

育て支援イベント等の実施

・河辺地域、雄和地域

地域の子育て支援団体等の代表者を委員とする地域子育て支援ネッ

トワーク連絡会の設置

３ ファミリー・サポート・センター運営事業（福祉保健部） 6,595

利用会員および協力会員相互の援助活動により、子どもの一時預かり

等を行う。

４ ［新］児童虐待防止推進経費（福祉保健部） 580

児童虐待問題に対する市民の関心の喚起をはかるため、市民・関係機

関を対象とした児童虐待防止フォーラムを開催する。

・児童虐待防止推進月間（11月）に開催予定

５ 福祉医療費給付事業（福祉保健部） 1,863,115

乳幼児等の心身の健康保持と生活の安定をはかるため、医療費の自己

負担分を助成する。

・対象者 乳幼児、ひとり親家庭等の児童、高齢身体障害者、重度心

身障害児（者）
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６ 私立保育所延長保育促進事業（福祉保健部） 169,023

午後６時以降の延長保育を行う。

・実施施設 １時間延長 24施設

２時間延長 ５施設

７ 公立保育所延長保育促進事業（福祉保健部） 50,609

午後６時以降の１時間延長保育を行う。

・実施施設 15施設

８ 私立保育所一時保育事業（福祉保健部） 28,890

パートタイム就労や傷病等により一時的に育児ができなくなった場合

の一時保育を行う。

・実施施設 27施設

９ 公立保育所一時・特定保育事業（福祉保健部） 16,405

短時間（５時間以内）保育および一時保育を行う。

・特定保育 15施設（１か月あたり概ね64時間以上の保育が必要な児

童に対する保育）

・一時保育 15施設（パートタイム就労や傷病等により一時的に育児

ができなくなった場合の一時保育）

10 私立保育所休日保育事業（福祉保健部） 3,087

就労等により休日に育児ができなくなった場合の休日保育を行う。

・実施施設 ４施設

11 病児・病後児保育事業（福祉保健部） 20,240

体調不良および病気回復期にある児童の保育を行う。

・体調不良児対応型 ２施設

保育中に体調不良になったが、保護者が勤務等の都合で直ちに迎え

に来られない場合に、保護者が迎えに来るまでの間の預かり

・病後児対応型 ２施設

病気回復期のため集団保育が困難で、保護者が勤務等の都合により

家庭で育児を行うことが困難な児童の預かり

12 認定保育施設助成事業（福祉保健部） 28,106

待機児童の受け入れ施設としての機能強化をはかるため、一定の基準

を満たす認可外保育施設に助成を行う。

・対象施設 18施設

13 児童福祉施設整備費補助金（福祉保健部） 90,274

グリーンローズ保育園の老朽化に伴う増改築を行う。

・設 置 者 社会福祉法人 グリーンローズ

・定 員 30名から45名に増員

・開所予定 平成22年４月

14 河辺保育所（仮称）整備事業（福祉保健部） 374,020

老朽化が著しい河辺中央・戸島両保育所を統合し、新たに河辺保育所

（仮称）の整備を行う。

・事 業 期 間 平成20～22年度

・21年度事業 園舎建設工事など
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15 在宅子育てサポート事業（福祉保健部） 40,230

在宅で子育てをしている家庭に対し、子育てサポートクーポン券によ

る複数の子育て支援サービスを提供する。

・わんぱくキッズのおでかけプラン

親子参加型日帰り遠足サービスを提供

（平成21年度から、親子ビクス、ベビーマッサージ、ベビースイミ

ング等、低年齢児等が参加可能なコースを増設）

・［新］なかよし親子でおでかけプラン

大森山動物園やザ・ブーンなどの利用料を助成

・在宅ママ・パパのゆっくりプラン

一時預かりサービスの利用料を助成

・親子の絵本プラン

幼児向け絵本の購入費を助成

・［新］はいポーズ！プラン

写真館等での親子の記念撮影料等を助成

16 すこやか子育て支援事業（福祉保健部） 202,468

へき地保育所、認可外保育施設に入所しているマル福対象世帯の児童

の保育料を一部補助する。

17 ひとり親家庭児童保育援助費（福祉保健部） 20,619

ひとり親家庭児童の保育料等の一部を補助する。

18 ひとり親家庭自立支援事業（福祉保健部） 3,785

ひとり親家庭の母親を対象とした就労支援を行う。

・市主催資格取得講習

・自立支援給付金事業

・［新］母子家庭高等技能訓練促進費事業

看護師等の資格取得を支援するため、当該修業期間の一定期間に対

し、高等技能訓練促進費を支給する。

19 母子寡婦福祉資金貸付事業（福祉保健部） 48,592

母子家庭および寡婦に対して修学資金・生活資金などの貸し付けを行

う。

・貸付見込件数 94件（母子）、７件（寡婦）

20 妊産婦保健事業（保健所） 220,277

医療機関方式による妊婦健康診査を行うとともに、保健指導を必要と

する妊産婦および新生児に対して訪問指導を行う。

また、妊婦健康診査において一般健康診査の公費負担回数を７回から

14回へ拡充するとともに、新たに子宮頸がん検診を実施する。

21 乳幼児健康診査事業（保健所） 77,372

乳幼児健康診査や２歳児歯科健康診査を行い、乳幼児の発達異常や疾

病の早期発見と保健指導により健全な発育・発達を促す。

また、事後指導として、専門スタッフによる経過観察クリニックおよ

び養育指導教室を実施する。
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22 育児支援事業（保健所） 5,476

育児不安や育児ストレス等を未然に防ぎ、安心して子育てができるよ

う、訪問指導の対象を生後４か月までの乳児のいる全ての家庭へ拡大し、

育児相談や養育支援を行う。

23 未熟児養育医療給付事業（保健所） 28,989

母子保健法に基づき、入院を必要とする未熟児に対して医療費の給付

を行う。

24 小児慢性特定疾患治療研究事業（保健所） 112,063

児童福祉法に基づき、対象疾患に罹患する18歳未満の児童に対し医療

費の給付を行う。

25 特定不妊治療費助成事業（保健所） 17,555

特定不妊治療（体外受精および顕微授精）を指定医療機関で行った夫

婦に対し、治療に要する費用の一部を助成する。

・補助内容 １回につき10万円まで（１年度あたり２回まで）

・助成年数 ５年間

・所得制限 前年度夫婦合算所得730万円未満

26 夜間休日応急診療所関係経費（保健所） 76,862

夜間、休日等における小児を中心とした初期救急医療を確保するため、

市立夜間休日応急診療所を運営する。なお、調剤については、院外処方

から院内処方に改める。

また、土曜日の小児二次救急体制を確保するため、小児救急医療支援

事業を行う市立秋田総合病院、秋田組合総合病院に対し事業費を補助す

る。

【３項 障害者福祉の充実】

１ 地域活動支援センター運営費補助事業（福祉保健部） 16,678

地域活動支援センターに対し、基礎的事業分の運営費を補助する。

また、法人格を有し、基礎的事業以上の体制により事業を行う地域活

動支援センターに対し、機能強化事業費を補助する。

・地域活動支援センター運営費 （対象施設 ３施設）

・地域活動支援センター機能強化事業費（対象施設 １施設）

２ 知的障害者就労環境支援事業（福祉保健部） 4,867

訓練生の作業、生活訓練をサポートする指導員２名をリサイクルプラ

ザに配置するとともに、訓練修了後の進路についてサポートするための

個別ケース会議を行う。

３ 障害者社会参加促進事業（福祉保健部） 1,502

障害者の自立と社会参加を促進するための事業を行う。

・奉仕員養成研修事業

・点字広報発行事業

・スポーツ教室開催事業

・スポーツ大会開催事業
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４ 障害児者日中一時支援事業（福祉保健部） 12,639

特別支援学校の空き教室又は社会福祉施設において、放課後や日中、

一時的な介護者不在の障害児（者）の介護サービスを行う。

・放課後支援型

・短期入所型

５ 障害者プラン推進経費（福祉保健部） 1,000

障害者のための「くらしのしおり」を作成する。

６ 障害程度区分認定審査会運営経費（福祉保健部） 3,728

障害者が障害福祉サービスを受けるにあたり、障害程度区分の認定や

支給決定を行う。

７ 身体障害者訪問入浴サービス事業（福祉保健部） 3,120

歩行が困難で移送に耐えられないなどの事情のある重度身体障害者に

対し、巡回入浴車の派遣による居宅での入浴サービスを提供する。

８ 障害者交通費補助事業（福祉保健部） 113,923

障害者が利用するバスの運賃無料化および通院移送費（タクシー代）

の給付を行う。

・バス運賃助成事業

・通院移送費給付事業

９ 相談支援等事業（福祉保健部） 31,029

障害者等からの相談や悩み事に対応するための相談体制の充実をはか

るとともに、情報提供、サービスの利用支援を行う。

・相談支援事業機能強化事業・住宅入居等支援事業

・相談支援事業

・障害児等療育支援事業

10 コミュニケーション支援事業（福祉保健部） 7,915

聴覚、言語機能、音声機能等の障害により意思疎通をはかることに支

障がある障害者に、手話通訳者等を設置・派遣する。

・手話通訳者設置事業

・手話通訳者・要約筆記奉仕員派遣事業

11 精神障害者交通費補助事業（保健所） 9,008

バス運賃無料化および通所移送費の給付を行う。

・バス運賃無料化事業

・地域活動支援センター等通所交通費補助事業

12 精神障害者相談支援事業（保健所） 9,470

精神障害者からの相談に応じ、情報の提供や助言、その他障害福祉サ

ービスの利用等必要な支援業務を指定相談支援事業所に委託する。

13 地域活動支援センター事業委託経費（保健所） 22,324

障害者への創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進

等を行う基礎的事業に加え、地域活動支援センター機能強化事業をＮＰＯ

法人等に委託する。

・地域活動支援センターⅠ型

・地域活動支援センターⅢ型
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【４項 高齢者福祉の充実】

１ 老人クラブ補助事業（福祉保健部） 16,849

高齢者の健康と体力づくり、社会奉仕活動、地域交流活動事業を対象

として、単位老人クラブおよび市老人クラブ連合会に助成する。

２ 高齢者バス優遇乗車助成事業（福祉保健部） 102,665

高齢者が利用するバス料金の一部を助成する。

・対 象 者 満70歳以上

・助成内容 高齢者専用回数券（１冊1,000円）の購入に対し400円を

助成（１人あたり月７冊限度）

３ 老人福祉施設整備費補助金（福祉保健部） 101,250

ユニット型特別養護老人ホームの整備を行う。

・設 置 者 社会福祉法人 桜丘会

・設置場所 八橋イサノ一丁目

・定 員 （特養）50名、（ｼｮｰﾄ）10名

４ 高齢者プラン推進経費（福祉保健部） 246

第６次高齢者プランに基づき、高齢者の保健福祉に関する施策を計画

的に推進する。

５ 緊急通報システム貸与事業（福祉保健部） 29,901

緊急事態が発生した場合に、関係機関や協力員に救助を求めることが

できる装置を貸与するとともに、週１回の「お元気コール」により安否

確認を行う。

・対象者 概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等

６ 高齢者軽度生活援助事業（福祉保健部） 17,418

日常生活上の軽易な作業援助を行う。

・援助内容 外出付添、食材の買物、庭の清掃、宅地内の雪よせ等

・対 象 者 概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等

７ いきいき長寿はり・きゅう・マッサージ費助成事業（福祉保健部） 10,949

はり・きゅう・マッサージ受療費の一部を助成する。

・対 象 者 後期高齢医療制度（長寿医療制度）の被保険者

・助成内容 １回の受療に対し800円を助成（１人あたり年12回限度）

３節 市民の主体的な活動の実現

【１項 市民による地域づくりの推進】

１ 西部市民サービスセンター整備事業（地域振興部） 149,094

市民協働・都市内地域分権の拠点施設として、平成21年５月７日開設

予定の西部市民サービスセンターを整備する。

・事 業 年 度 平成17～21年度

・21年度事業 建築工事、外構工事

・延べ床面積 3,641.85㎡
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２ ［新］西部市民サービスセンター地域保全・地域振興費（地域振興部） 58,066

西部市民サービスセンターで子育て支援や農道・道路・公園にかかる

維持管理等の一定範囲の業務を行う。

３ 北部市民サービスセンター（仮称）整備事業（地域振興部） 267,707

市民協働・都市内地域分権の拠点施設として、北部市民サービスセン

ター（仮称）を整備する。

・事 業 年 度 平成19～23年度

・21年度事業 建築工事

・延べ床面積 約5,500㎡

４ ［新］河辺市民センター地域保全・地域振興費（地域振興部） 19,107

河辺市民センターで農道・道路・公園にかかる維持管理等の一定範囲

の業務を行う。

５ ［新］雄和市民センター地域保全・地域振興費（地域振興部） 13,813

雄和市民センターで農道・道路・公園にかかる維持管理等の一定範囲

の業務を行う。

６ 旭南地区コミュニティセンター建設事業（地域振興部） 52,885

地域住民の自主的で健全な自治活動の振興をはかるため、旭南児童館

との複合施設として、旭南地区コミュニティセンターを建設する。

・平成21年６月１日開設予定

７ コミュニティセンター施設等大規模改修経費（地域振興部） 138,144

老朽化の著しい飯島地区コミュニティセンターの耐震化を含めた大規

模改修等を行う。

【２項 市民活動の促進】

１ 西部工業団地美緑アップ事業（商工部） 1,197
みりょく

西部工業団地内の緩衝緑地を「野鳥がさえずる森」として、団地内企

業やその従業員と協働で整備を進め、団地環境の向上をはかる。

そのため、森づくりの計画策定や、森を形作る各種樹木の植栽等を地

元市民団体に委託して実施する。

２ 市民活動の育成・支援（都市整備部） 4,510

市民協働のまちづくりを推進するため、秋田拠点センターアルヴェの

市民交流サロン等において、市民活動の啓発や支援、情報の受発信等を

行う。

・市民活動啓発、支援関連事業

・賑わいイベント事業



- 33 -

５章 人 と 文 化 を は ぐ く む 誇 れ る ま ち づ く り

１節 文化の創造

【１項 歴史資産の保存と活用】

１ 永年保存文書データベース化事業（総務部） 663

総合書庫等に保存している主に戦前の永年保存文書等約３千冊を整理

し、市民の閲覧と利用に供するため、デジタル化を行う。

２ 歴史資料データベース化事業（総務部） 420

土崎空襲関連資料について、市民への閲覧と利用に供するため、高齢

化する体験者からの聴き取りと被爆関連資料の収集等を行い、デジタル

化等を行う。

３ 文化財の保存・保護（教育委員会） 16,117

3,976(1) ［新］佐竹家霊屋の保存

国指定重要文化財である「佐竹家霊屋」の保存修理にかかる事業費

の一部を補助する。

・事 業 年 度 平成21～22年度

・21年度事業 縁周り、土台、屋根などの保存修理

1,141(2) 文化財の保存

文化財の保護と活用を図り秋田市の貴重な観光資源とするために、

指定文化財の保存修理事業費、管理費等について補助する。

・重要文化財「嵯峨家住宅」

・重要文化財「天徳寺」

・国指定名勝「如斯亭庭園」

・重要文化財「三浦家住宅」

2,000(3) 如斯亭庭園の保存管理計画の策定

国指定名勝「如斯亭庭園」の計画的な管理と整備を図り、将来にわ

たって継承するため、保存管理計画を策定する。

・事 業 年 度 平成20～21年度

5,000(4) 下野遺跡の発掘調査

平成20年度に実施した発掘調査の整理作業を行い、報告書を刊行す

る。

・事 業 年 度 平成20～21年度

4,000(5) 特別天然記念物「カモシカ」の保護

カモシカの保護と農作物被害防止のため、防護網の設置、忌避臭袋
きひしゅうぶくろ

を支給するほか、林業被害防止のため、樹木に忌避剤を塗布する。

４ 史跡の保存・整備（教育委員会） 76,033

10,800(1) 秋田城跡の発掘調査

史跡秋田城跡の実体解明と保存管理の基礎資料を得るため、発掘調

査を実施する。

1,000(2) 市内遺跡出土遺物の保存

史跡秋田城跡および市内遺跡から出土した金属・木製品等を展示・

活用するために科学的処理を施す。

4,633(3) 秋田城跡史跡公園等の管理

史跡公園を市民の郷土学習の場、憩いの場として活用するため、公

園施設の修理、草刈り、危険樹伐採などを行う。
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17,180(4) 秋田城跡の土地買上

史跡秋田城跡を保存整備するために、土地公有化をはかる。

38,749(5) 秋田城跡政庁域の復元

史跡秋田城跡の政庁域建物復元模型等の制作、環境整備工事などを

実施する。

1,000(6) 秋田城跡の活用

史跡秋田城跡を、市民の郷土学習の場として活用するために各種講

座や体験学習を行うとともに、発掘調査や復元整備等の事業公開と情

報発信を行う。

2,671(7) 地蔵田遺跡の環境整備

地蔵田遺跡の弥生時代集落跡を市民の郷土学習の場、地域資源とし

て活用しながら、史跡公園として市民協働で復元整備する。

【２項 市民文化の振興】

１ 文化・芸術活動への支援と顕彰（教育委員会） 4,127

2,050(1) 市民の自主的な文化活動に対する支援

文化・芸術活動の促進と鑑賞機会拡大のため、コンサートや演劇・

出版などの事業に助成し、文化関係団体を育成する。

1,000(2) 市民の自主的な文化事業への助成

市民文化の振興をはかるため、個人や団体、若者による自主的な文

化事業を支援する。

1,077(3) 優れた文化業績の顕彰

文化・芸術活動において優れた作品に秋田市文化選奨を、芸術・学

術・産業・スポーツなどの分野で、文化振興や文化行政に功績のあっ

た個人や団体に秋田市文化章・秋田市文化功績章を贈呈し顕彰する。

２ ［新］文化施設及び文化資産ネットワークの推進（教育委員会） 1,124

点在する文化財や周辺文化施設を紹介するイラストマップ作成と文化

財散策会を行い、利活用をはかる。

３ ［新］千秋美術館の改修（教育委員会） 48,460

建築から20年を経過した秋田総合生活文化会館・美術館の美術館専用

部と、県・市・民間の共用部の建築、電気、空調、衛生設備などの改修

を行う。

【３項 スポーツ活動の推進】

１ 実践活動の促進（教育委員会） 4,700

700(1) エンジョイスポーツ教室の開催

市の施設を会場に、各スポーツ競技団体や体育協会の協力を得なが

ら、ニュースポーツ等の教室を開催する。

450(2) ウォーキング講座の開催

市民ニーズの高いウォーキング講座を開催し、市民の健康づくりを

進めるとともに、運動習慣の定着をはかる。

2,614(3) スポーツ講習会およびスポーツイベントの実施

話題性、集客性のあるスポーツ講習会や、幅広い世代が健康づくり

に取り組めるイベントを実施する。
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936(4) スポーツ振興事業推進のためのＰＲ

各種実施事業や施設などについて広くＰＲする。

【４項 国際交流の推進】

１ ［新］パッサウ市提携25周年記念友好交流事業（企画調整部・議会） 11,492

パッサウ市との姉妹都市提携25周年にあたり、本市代表団、市民交流

団を編成し、21年10月、パッサウ市において姉妹都市提携25周年記念式

典を行うほか、市民交流行事等を開催する。

２ 国際平和推進事業（企画調整部） 1,347

多くの市民に、戦争や核兵器の恐ろしさ、平和の大切さ、生命の尊さ

への理解を深めてもらい、市民の平和意識の高揚をはかるため、本市が

加入する日本非核宣言自治体協議会の各種事業を活用し、中央図書館明

徳館において、被爆写真パネル展・講話朗読会を開催するほか、啓発看

板の掲示等を行う。

２節 教育の充実

【１項 社会教育の充実】

１ 放課後児童対策の充実（教育委員会） 118,824

22,663(1) 旭南児童館の増改築

老朽化した旭南児童館を改築し、旭南地区コミュニティセンター

（仮称）との複合整備をはかる。

56,225(2) 放課後児童健全育成事業の実施

昼間保護者のいない家庭の児童を放課後に受け入れるため、民営の29

クラブに運営を委託し、健全育成を行う。

39,936(3) 放課後子ども教室の実施

子どもたちに健全な遊びの場と、様々な体験・交流・学習の機会を

提供しながら、安全・安心な子どもの居場所づくりを推進する。

【２項 学校教育の充実】

１ 幼児教育への支援と私学の振興（教育委員会） 600,273

303,939(1) 幼稚園就園奨励費補助金

幼稚園教育の振興をはかるとともに保護者の負担軽減のため、私立

幼稚園の設置者が園児の属する世帯の所得状況に応じて入園料および

保育料を減免する措置に対して補助する。

278,334(2) すこやか子育て支援事業費補助金

生活基盤の弱い世帯が安心して子どもを生み育てることができる環

境を整えるため、所得制限をもうけ保育料等経費を補助する。

18,000(3) 秋田市私立幼稚園協会に対する補助金

秋田市私立幼稚園協会が主催する、本市の幼児教育の充実と振興を

はかることを目的とした事業に対し補助する。
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２ ［新］新学習指導要領への対応（教育委員会） 1,782
平成23年度に完全実施となる新学習指導要領に対応するため、移行期

間である平成21年度から段階的に外国語活動の授業時数を拡大し、小学
校における外国語活動を充実する。

・市内在住のネイティブスピーカーを各校へ派遣

３ いじめ・不登校問題に対する取組の充実（教育委員会） 4,424
381(1) 「心の教室相談員」の配置

生徒が悩みや不安を気軽に話せる第三者的な存在として、スクール
カウンセラー配置校を除いた市内２中学校に「心の教室相談員」を配
置する。

672(2) スクールカウンセラーの配置
秋田商業高等学校、御所野学院高等学校に臨床心理士資格保有者を

スクールカウンセラーとして配置し、不登校やいじめなどの悩みを抱
える生徒とその保護者等に対する相談体制の充実をはかる。

3,371(3) 適応指導センター「すくうる・みらい」の運営
不登校児童生徒を支援する諸事業を実施する。
・適応指導教室「すくうる・みらい」の運営
・体験教室の実施
・引きこもりの児童生徒を抱える家庭へのフレッシュフレンドの派遣
・臨床心理士による保護者相談

４ 学校施設・設備の整備（教育委員会） 636,841
111,316(1) 岩見三内小学校の増改築

・事 業 年 度 平成17～23年度、26年度
・21年度事業 校舎・体育館の改築

2,541(2) 岩見三内中学校の耐震補強
・体育館の耐震補強

655(3) 岩見三内中学校の大規模改造
・事 業 年 度 平成21～22年度
・21年度事業 教室間仕切りなど内部改修

407,059(4) 秋田北中学校の増改築
・事 業 年 度 平成16～22年度
・21年度事業 既存校舎等解体、グラウンド、プール、部室棟など

の整備
8,258(5) 土崎中学校の増改築

・事 業 年 度 平成20～23年度
・21年度事業 構造計算業務など

68,385(6) 秋田商業高等学校の耐震補強等
・事 業 年 度 平成19～23年度
・21年度事業 格技場、体育館の耐震補強、体育館の屋根・トイレ

・ステージ等の改修
38,627(7) ［新］地上デジタル放送への対応

・事 業 年 度 平成21～23年度
・21年度事業 中央、北部地域21小中学校のアンテナ、幹線、増幅

器、分配器等の整備

【３項 高等教育の充実】

１ ［新］短期大学補修経費（秋田公立美術工芸短期大学） 20,000
建物の経年にともない発生している雨漏り部分の補修を行う。
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○ 総合計画推進関係経費

１ 庁舎建設基金積立金（総務部） 155,614

庁舎の建設資金に充てるため、基金を積み立てる。

・秋田市庁舎建設基金積立金（運用益含む）

２ 秋田市総合計画期間計画策定経費（企画調整部） 5,309

第11次総合計画に掲げた将来都市像「しあわせ実感 緑の健康文化都

市」の実現に向け、社会経済情勢や市民ニーズ、人口推計の変化を踏まえ、

19-21期計画に位置づけた目的体系や目標値、施策・事業等の見直しをはか

り、新たな３年計画である22-24期計画を策定する。

・22-24期計画作製業務委託

３ 対外政策推進事業（企画調整部） 2,000

経済ミッションや海外の官庁、地方政府、要人との折衝など、市政の様

々な分野における対外事業について、トップセールスや職員派遣などのフ

レキシブルな対応を行い、政策の推進をはかる。

４ 地域情報化の推進（企画調整部） 4,574

自宅や職場等のパソコンのインターネットから、窓口に出向くことなく

各種申請・届け出を可能とし、手続きの利便性を向上させる。

・電子申請システムを運用

５ 広報活動の充実（企画調整部） 100,127

・広報あきた等の発行

・市政テレビ・ラジオ番組の放送

６ ［新］地上デジタル放送機材導入等（企画調整部） 3,455

地上デジタル放送を活用した、高画質・高品質の映像による市政テレ

ビ番組を通して、市役所から市民に効果的に情報伝達を行い、情報の共

有化をはかる。

７ 広聴活動の充実（企画調整部） 5,965

広聴・相談事業

・しあわせづくり秋田市民公聴条例運用委員会

・各種陳情、意見、要望等の受付

・市民ミーティング

・対話集会

・施設見学会

・市民100人会の運用

・職員による相談

・専門家による専門相談

・市民相談パトロール



　

ac930164



［参考資料］

(単位：千円、％)

平成21年度 平成20年度

予　算　額 予　算　額

土 地 区 画 整 理 秋田駅東第三地区 7,388

会 計 秋田駅西北地区 △244,396

市 有 林 造林 △9,815

会 計

市 営 墓 地 河辺墓地改修 △30,800

会 計

中 央 卸 売 市 場 管理費等

会 計

農 業 集 落 排 水 金足 80,660

会 計

大 森 山 動 物 園 施設整備費等

会 計

廃 棄 物 発 電 一般会計繰出金 21,238

会 計

国 民 健 康 保 険 一般療養給付費 911,126

事 業 会 計 後期高齢者支援金 411,038

老 人 保 健 医 療 現金給付 △129,188

事 業 会 計 現物給付 △2,539,648

母子寡婦福祉資金 貸付金 △8,745

貸 付 事 業 会 計

介 護 保 険 保険給付費 1,207,759

事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 広域連合納付金 △159,245

事 業 会 計

病 院 事 業 収益的支出 △26,770

会 計 資本的支出 △169,592

水 道 事 業 収益的支出 △75,152

会 計 資本的支出 △607,987

下 水 道 事 業 収益的支出 △318,054

会 計 資本的支出 △2,795,103

会　計　別　予　算　一　覧　表

区　　　分

△ 14.5

一 般 会 計

○

○

特

別

会

計

○

○

144,902 164,189 △ 19,287 △ 11.7

36,371

合　　　　計

○

企

業

会

計

○

主な増減内訳比較増減

112,710,000 113,274,000

1,398,392 1,635,912 △ 237,520

△ 564,000

583,429 609,094 △ 25,665 △ 4.2

1,420,867 1,296,098 124,769 9.6

418,477 425,991 △ 7,514 △ 1.8

225,194 174,386 50,808 29.1

29,708,314 28,723,799 984,515 3.4

141,905 2,827,235 △ 2,685,330 △ 95.0

48,592 57,267 △ 8,675 △ 15.1

12,576,116 13,259,255

△ 766,693 △ 1.357,475,974 58,242,667

△ 683,139 △ 5.2

10,209,637

△ 3,113,157 △ 13.420,105,849 23,219,006

特別会計　計

企業会計　計

△ 5,323,351 △ 2.4

42,891,602 46,884,260 △ 3,992,658 △ 8.5

213,077,576 218,400,927

20,406,555 19,177,685 1,228,870

2,942,976 3,085,863 △ 142,887

増減率

△ 4.6

10,405,999 △ 196,362 △ 1.9

6.4

△ 0.5

65,148 △ 28,777 △ 44.2
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一　般　会　計　款　別　予　算　一　覧　表

歳　入
　　　　　　（単位：千円、％）

平成21年度 平成20年度

款　　　　名 主な増減内訳

個人市民税 △236,973

市 税 45,071,848 40.0 46,945,091 41.4 △ 1,873,243 △ 4.0 固定資産税 △649,617

法人市民税 △912,438

地方揮発油 245,095

地 方 譲 与 税 1,076,181 1.0 1,174,955 1.0 △ 98,774 △ 8.4 自動車重量 △68,307

地方道路 △262,996

利 子 割 交 付 金 176,202 0.2 178,392 0.2 △ 2,190 △ 1.2

配 当 割 交 付 金 27,148 0.0 151,971 0.1 △ 124,823 △ 82.1

株式等譲渡所得割
8,623 0.0 37,328 0.0 △ 28,705 △ 76.9

交 付 金
地 方 消 費 税

2,864,150 2.5 3,198,079 2.8 △ 333,929 △ 10.4
交 付 金
ゴ ル フ 場 利 用 税

71,134 0.1 71,134 0.1 0 0.0
交 付 金
自 動 車 取 得 税

177,504 0.2 282,201 0.3 △ 104,697 △ 37.1
交 付 金
国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 9,637 0.0 9,485 0.0 152 1.6
交 付 金

地 方 特 例 交 付 金 545,927 0.5 491,582 0.4 54,345 11.1

普通交付税 398,000

地 方 交 付 税 19,955,000 17.7 19,533,000 17.2 422,000 2.2 特別交付税 24,000

交 通 安 全 対 策
110,000 0.1 110,000 0.1 0 0.0

特 別 交 付 金
分 担 金 及 び 私立保育所保護費 32,534

1,028,253 0.9 1,075,054 1.0 △ 46,801 △ 4.4 公立保育所保護費 △14,568

負 担 金 住宅市街地基盤整備 △65,000

使 用 料 及 び ごみ処理手数料 △20,765

2,178,227 1.9 2,319,983 2.1 △ 141,756 △ 6.1 公営住宅使用料 △23,375

手 数 料 道路占用料 △81,920

地域活力基盤 1,093,385

国 庫 支 出 金 12,705,946 11.3 12,918,246 11.4 △ 212,300 △ 1.6 安全安心学校 △174,136

地方道路整備 △1,180,730

衆議院選挙 104,482

県 支 出 金 5,244,065 4.6 5,171,289 4.6 72,776 1.4 保険基盤安定 101,709

県民税取扱 △111,778

土地売払 457,501

財 産 収 入 704,528 0.6 347,907 0.3 356,621 102.5 土地貸付 △30,369

総務管理費 1

寄 附 金 2 0.0 1 0.0 1 100.0

財政調整基金 486,000

繰 入 金 2,299,147 2.0 1,940,223 1.7 358,924 18.5 減債基金 △100,000

ふれあい福祉基金 △36,143

繰 越 金 627,100 0.6 687,000 0.6 △ 59,900 △ 8.7

中小企業貸付元利 374,000

諸 収 入 6,448,178 5.7 6,028,279 5.3 419,899 7.0 農業経営貸付元利 50,000

臨時財政対策債 1,390,500

市 債 11,381,200 10.1 10,602,800 9.4 778,400 7.3 借換債 550,000
複合施設 △971,900

歳　入　合　計 112,710,000 100.0 113,274,000 100.0 △ 564,000 △ 0.5

比較増減 増減率
予 算 額 予 算 額構成比 構成比
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歳　出
　　　　　　　（単位：千円、％）

平成21年度 平成20年度

款　　　　名 主な増減内訳

人件費 △6,079 

議 会 費 714,742 0.6 720,127 0.6 △ 5,385 △ 0.7

北部ＳＣ 195,198

総 務 費 12,830,941 11.4 13,661,657 12.1 △ 830,716 △ 6.1 市税還付金 △202,000

西部ＳＣ △971,686

河辺保育所 370,657

民 生 費 33,560,472 29.8 32,624,317 28.8 936,155 2.9 介護繰出 201,466

障害者保護 147,393

ごみ処理施設運営 261,322

衛 生 費 8,417,511 7.5 8,196,960 7.2 220,551 2.7 斎場改築 134,495

病院会計繰出 △78,404

勤労者福祉施設整備 10,418

労 働 費 413,725 0.4 398,126 0.4 15,599 3.9 就業支援 4,228

秋田テルサ管理運営 3,287

農集会計繰出 98,323

農林水産業費 1,907,017 1.7 1,825,547 1.6 81,470 4.5 農業経営安定資金 50,000

県営土地改良 △79,847 

中小企業金融 399,264

商 工 費 6,374,873 5.6 5,908,037 5.2 466,836 7.9 商工業振興 107,340

企業用地貸付 △129,408

住宅市街地 △130,000 

土 木 費 17,147,449 15.2 18,102,362 16.0 △ 954,913 △ 5.3 道路維持修繕 △219,634

幹線道路 △360,000

人件費 76,040

消 防 費 3,484,562 3.1 3,497,203 3.1 △ 12,641 △ 0.4 救急業務高度化 △27,671

救急消防援助 △54,422 

旭南児童館増改築 △71,768

教 育 費 10,514,440 9.3 11,471,525 10.1 △ 957,085 △ 8.3 下新城小給食室 △107,443

北中増改築 △823,441

災 害 復 旧 費 5 0.0 5 0.0 0 0.0

償還元金 715,331

公 債 費 17,264,262 15.3 16,788,133 14.8 476,129 2.8 償還利子 △239,202

諸 支 出 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

予 備 費 80,000 0.1 80,000 0.1 0 0.0

歳 出 合 計 112,710,000 100.0 113,274,000 100.0 △ 564,000 △ 0.5

比較増減 増減率
予 算 額 予 算 額構成比 構成比
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一 般 会 計 性 質 別 予 算 一 覧 表
歳　出

　　　　　　（単位：千円、％）

報酬 177,492

140,500 0.6 職員手当 158,084

給料 △168,908

障害者保護費 145,319

84,420 0.4 生活保護費 122,760

乳児養育支援金 △176,292

償還元金 715,331

476,129 2.8 償還利子 △239,202

701,049 1.1

住宅市街地基盤 △130,000

△ 1,362,600 △ 33.2 街路 △140,169

北中増改築 △1,012,791　

河辺保育所 374,020

△ 884,143 △ 13.9 幹線道路 △360,000

西部ＳＣ △974,885

県施行街路 △47,916 

△ 128,563 △ 45.3 県営土地改良 △79,847　

0 0.0

△ 2,375,306 △ 22.1

広域連合負担金 2,664,719

2,937,545 40.0 介護会計 200,365

国保会計 114,621

ごみ処理施設 251,576

736,528 5.4 税制改正システム 87,192

妊産婦検診 81,123

ごみ処理施設 13,720

△ 79,389 △ 12.1 道路維持課等改修 △14,300

道路維持修繕 △77,658

下水道会計 △155,712

△ 2,877,309 △ 24.2 市税還付金 △202,000

広域連合負担金 △2,455,379

減債基金 53,118

△ 60,727 △ 7.7 緑あふれる基金 △14,089

庁舎建設基金 △88,385

下水道会計 58,809

△ 27,390 △ 1.8 公営企業金融機構 △33,000

緑のまちづくり △41,600

中小企業金融 374,000

480,999 10.0 農業経営安定資金 50,000　

中小製造業 33,299

△ 564,000 △ 0.5

区　　分

平成21年度 平成20年度

予 算 額 構成比

2,746,768

155,453

5,493,005

5

62,515,482 55.5 61,814,433

構成比

17,262,262 15.3

24,803,553 22.0

20,449,667 18.2

補 助 事 業

物 件 費

義
　
務
　
的
　
経
　
費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

計

単 独 事 業

災害復旧事業

貸 付 金

歳 出 合 計

県営事業負担金

計

繰 出 金

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

投
　
　
資
　
　
的
　
　
経
　
　
費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

18.0

2.4 4,109,368 3.6

14.816,786,133

4.9 6,377,148 5.6

0.1 284,016 0.3

0.0 5 0.0

8,395,231 7.4 10,770,537 9.5

10,273,286 9.1 7,335,741 6.5

732,688 0.7 793,415 0.7

1,482,199 1.3 1,509,589 1.3

5,282,970 4.7 4,801,971 4.2

100.0113,274,000100.0112,710,000

14,434,129 12.8

9,018,908 8.0

575,107 0.5 654,496 0.6

11,896,217 10.5

主な増減内訳

13,697,601 12.1

54.6

予 算 額
増減率比較増減

21.824,663,053

20,365,247
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